別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：交通対策費
	事業名:リニア中央新幹線建設対策推進費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　都市建築部　公共交通課　リニア推進係　電話番号：058-272-1111（内2734）

　　　　　　　　　　　E-mail：ｃ11134@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　　1,600千円（前年度予算額：1,600千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　・超電導磁気浮上式リニアモーターカーによる中央新幹線の早期実現と利便性向上を目指し、関係市町村や経済団体等で組織する「リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会」に対して負担金を支出する。

・沿線都府県など関係自治体及び団体との連絡調整、情報収集や、リニア中央新幹線の早期実現に向けた国への要望活動等に要する経費を支出する。
	２　所要経費

	


・リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会負担金　８９７千円

・連絡調整費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０３千円
　（リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会の概要）
    　会　長：岐阜県知事（事務局：公共交通課）　
      設　立：昭和53年1月18日
      目　的：リニア中央新幹線の県内ルートの中央本線沿い建設と県内停車駅設置
      会　員：中央新幹線に関係する県、市町村及び本会の趣旨に賛同する団体
[ 地元選出国会議員・県議会議員・県・市町村（２１）・賛同団体（２０７）]
　　　
　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	要求額
	1,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,600

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成39年の東京・名古屋間のリニア中央新幹線開業に向け、リニア沿線都府県と連携しながらその早期実現と利便性向上に取り組んでいく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会において、取り組んでいる早期実現・利便性向上にかかる成果を、指標として定量的に管理ができないため。


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（1） リニア中央新幹線建設促進岐阜県期成同盟会総会の開催

　 4月11日　セラミックパークMINO　（参加者数 約300名）　

（2） リニア中央新幹線に関する説明会をＪＲ東海との共催で開催

（3） 　 6月13日　東美濃ふれあいセンター （参加者数 約520名）　

（4） リニア中央新幹線を活かした地域づくりシンポジウムをリニア中央新幹線活　用戦略研究会との共催により開催

　 9月 5日　恵那文化センター（参加者数 約530名）


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　4月18日に、ＪＲ東海に対して駅位置に関する事項など７項目を要望。これを受け、ＪＲ東海の山田社長から「早期実現に向けて、緊密な協力関係のもとで準備を進めてまいりたい。具体的なルート・駅位置については、環境影響評価のプロセスを通じ、鉄道計画の技術的観点からの検討を進め、地元のご意見も踏まえつつ、環境影響評価の準備書を公告する段階までに絞り込んでまいります。」との前向きな発言があった。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・リニア中央新幹線は、現在、ＪＲ東海による環境影響評価法に基づく手続きが行われており、その後、国土交通省大臣による工事実施計画の認可を経て、平成26年度に着工予定であるため、引き続き「早期実現・利便性向上」の実現を目指し、岐阜県が主体的に同盟会の事業を行っていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	・前頁の「平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果」で述べた成果以外にも、説明会・シンポジウムなどを開催することでリニア沿線市町の住民を中心とした県民に、リニア中央新幹線の広報・啓発を広く行うことができ、理解を深めていただくことができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・説明会のＪＲ東海との共催、シンポジウムのリニア活用戦略研究会との共催などにより、必要経費や労務の節減を図ることができた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　今後も全国同盟会及びリニア沿線都府県同盟会との情報共有を図り、足並みを揃えながら取り組みを行っていくとともに、リニア活用戦略研究会とも密接に連携し、リニアの効果を最大限活かすための取り組みを行う必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　次年度秋頃に、リニア中央新幹線のルート及び駅の詳細位置についてＪＲ東海から公表が予定されているため、その内容を踏まえた今後の活動を検討する必要がある。



